
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

0119 一般
ＥＰＡ交渉・ＷＴＯ農業交渉等バック
アップ事業費

①

・ＥＰＡ交渉・ＷＴＯ交渉に関する道
民・国民の合意形成や理解の浸透
を図るため、交渉に関する啓発活動
の実施

農政課 347 347 2.8 0.0 2.8 22,215 現状維
持

引き続き、ＥＰＡ交渉・ＷＴＯ交渉に
関する道民・国民の合意形成や理
解の浸透を図る必要があるため。

－ ④ ① 普及啓発冊子についてはオンライン
においても掲載している

－ ⑦ ① 普及啓発冊子についてはオンライン
においても掲載している

○ ① 普及啓発冊子についてはオンライン
においても掲載している

現状維
持

0120 一般 北海道農業・農村確立連絡会議等 ②
・連絡会議の開催及び国等に対す
る提案活動の実施

農政課 146 146 1.4 0.0 1.4 11,080
現状維

持

引き続き、連絡会議の開催及び国
等に対する提案活動を実施する必
要があるため。

－ ④ ②

要請の相手方がオンラインに対応
できれば対応は可能。ただし、対面
での要請実施の重要性には配慮が
必要。

－ ⑦ ②

要請の相手方がオンラインに対応
できれば対応は可能。ただし、対面
での要請実施の重要性には配慮が
必要。

○ ②

要請の相手方がオンラインに対応
できれば対応は可能。ただし、対面
での要請実施の重要性には配慮が
必要。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
相手方が対応可能な場合は、会議
等のオンライン開催を検討する。

0121 一般
第6期農業・農村振興推進計画検討
策定費

②
・北海道農業・農村振興条例に基づ
き、第6期北海道農業・農村振興推
進計画を推進

農政課 0 0 1.4 0.0 1.4 10,934
現状維

持

引き続き、北海道農業・農村振興条
例に基づき、第6期北海道農業・農
村振興推進計画を推進する必要が
あるため。

－ ④ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

－ ⑦ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

○ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
可能な範囲で会議等のオンライン化
を検討する。

0318 一般 道産小麦需要拡大促進事業 ②

・北海道の小麦で初めてとなる菓子
用品種「北見９５号」の普及促進に
より、小麦商品の原料を道外・海外
産小麦から安全・安心で良質な道
産小麦への置き換えを図り、道産小
麦の需要を拡大

食品政
策課

2,604 2,604 0.5 0.5 1.0 10,414
現状維

持

引き続き、小麦商品の原料を道外・
海外産小麦から安全・安心で良質
な道産小麦への置き換えを図り、道
産小麦の需要を拡大を推進する必
要がある。

－ ④ ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

－ ⑥ ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

○ ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

現状維
持

0304 06012 一般
東京2020オリンピック食と花のおも
てなし事業費

－

・東京2020オリンピック競技大会の
札幌開催において、国内外に北海
道の食と花の素晴らしさを発信する
ため、道内の企業や各市町村・団体
等と連携して、来道する多くのメディ
アや海外観光客、道外観光客に「新
北海道スタイル」で安全・安心に食
と花でおもてなしをする。

食品政
策課

17,701 0 0.3 0.0 0.3 20,044 終了 終了

0401 一般 米流通対策指導事業費

・｢米トレーサビリティ法｣及び｢食糧
法｣に基づき、米穀等の取引などに
係る情報の記録及び産地情報の伝
達並びに米穀出荷・販売事業者が
遵守すべき事項の履行の適正化を
図るため、米穀取扱業者等への立
入検査や事業者への指導、普及啓
発等を実施

農産振
興課

813 813 1.0 0.8 1.8 14,871
現状維

持

引き続き｢米トレーサビリティ法｣及
び｢食糧法｣に基づく米穀取扱業者
等への立入検査や事業者への指
導、普及啓発等を実施する必要が
ある。

現状維
持

1 一般 米トレサ法対策費 －
農産振
興課

181 181 － － －
国の法定事務であり、要件等の裁
量がないため。

－ － －
国の法定事務であり、要件等の裁
量がないため。

－ －
国の法定事務であり、要件等の裁
量がないため。

2 一般 米穀事業者事業者遵守事項対策費 －
農産振
興課

632 632 － － －
国の法定事務であり、要件等の裁
量がないため。

－ － －
国の法定事務であり、要件等の裁
量がないため。

－ －
国の法定事務であり、要件等の裁
量がないため。

0402 一般
水田農業元気づくり推進事業費[団
体補助金]

－

・地域水田農業の産地確立に向け、
加工用米・備蓄米等の低コスト・安
定生産や転作麦の生産性向上など
の技術研修会の開催・情報提供を
支援（補助事業）

農産振
興課

950 950 1.8 0.0 1.8 15,008 現状維
持

水稲の安定生産や転作麦の生産性
向上に向けた情報提供は引き続き
継続する必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0403 一般 米どころ・酒どころ振興事業費

・道産日本酒の輸出拡大に向けて、
北海道らしい日本酒を造るための酒
米の生産振興や、道産日本酒のブ
ランド力強化に向けた取組を総合的
に推進

農産振
興課

17,321 11,225 1.0 0.0 1.0 25,131
現状維

持

道総研と連携した酒米の品種開発
加速化や生産技術の向上、日本酒
のブランド力強化に向けた取組は、
引き続き継続する必要があるため。

－

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

可能な限り、会議等におけるオンラ
インやタブレットの活用に向けた取
組を促進して参る。

1 一般 道産酒米の生産振興 ② 農産振
興課

10,849 10,849 － ④ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、企業活動の機微に関わる場
面など対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

－ ⑥⑦ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、企業活動の機微に関わる場
面など対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

○ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、企業活動の機微に関わる場
面など対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

○ ○ ○

2 一般 道産日本酒のブランド力強化 ② 農産振
興課

6,472 6,472 － ④ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、企業活動の機微に関わる場
面など対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

－ ⑥⑦ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、企業活動の機微に関わる場
面など対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

○ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、企業活動の機微に関わる場
面など対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

○ ○ ○

0404 一般 農産物検査指導監督等推進費

・第4次一括法により都道府県知事
が行うこととされた、農産物検査法
に規定する農林水産大臣の権限に
属する事務の一部を適切かつ円滑
に執行し、農産物検査の適正かつ
確実な実施を確保

農産振
興課

1,827 1,823 2.0 0.0 2.0 17,447
現状維

持

引き続き｢米トレーサビリティ法｣及
び｢食糧法｣に基づく米穀取扱業者
等への立入検査や事業者への指
導、普及啓発等を実施する必要が
ある。

現状維
持

1 一般 巡回立入調査・指導 －
農産振
興課

1,823 1,823 － － －
国の法定事務であり、要件等の裁
量がないため。

－ － －
国の法定事務であり、要件等の裁
量がないため。

－ －
国の法定事務であり、要件等の裁
量がないため。

2 一般 登録機関の登録事務 ④ 農産振
興課

4 0 － ④ ②

窓口対応について、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥⑦ ②

窓口対応について、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

窓口対応について、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

0405 一般 原種等生産事業費

・北海道主要農作物等の種子の生
産に関する条例に基づき、本道の
基幹的作物である主要農作物等の
生産性及び品質の向上を図るた
め、優良種子の生産安定及び安定
供給を実施

農産振
興課

161,901 64,323 1.2 2.4 3.6 190,017
現状維

持

北海道主要農作物等の種子の生産
に関する条例に基づき、引き続き優
良種子の生産安定及び安定供給を
実施する必要。

－ － － － － － － －

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

可能な限り、会議等におけるオンラ
インやタブレットの活用に向けた取
組を促進して参る。

1 一般 主要農作物原種ほ設置委託事業費 － 農産振
興課

158,719 64,140 － － －
ゼロカーボンに資する委託仕様書
件の追加は事業内容となじまないた
め（原原種等の生産）

－ － － Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため

－ －

2 一般 原種等管理事業事務費 ② 農産振
興課

3,182 183 － ④ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

－ ⑥⑦ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

○ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

○ ○ ○

0406 一般 原種等生産事業費［団体補助金］ － ・そばの原種ほ等の設置経費に対
して補助

農産振
興課

519 519 0.1 0.0 0.1 1,300 現状維
持

北海道主要農作物等の種子の生産
に関する条例に基づき、引き続き優
良種子の生産安定及び安定供給を
実施する必要。

－ － － ゼロカーボンに資する補助メニュー
の追加は事業内容となじまないため

－ － － Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため

－ － 現状維
持

0407 一般 農産物供給体制確立事業費

・道産農産物の競争力強化を図る
ため、産地における安全で安心な農
産物の安定的な生産供給体制の確
立を推進

農産振
興課

1,067 1,067 2.1 3.4 5.5 44,022
現状維

持

産地における安全で安心な農産物
の安定的な生産供給体制の確立の
推進が必要

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

可能な限り、会議等におけるオンラ
インやタブレットの活用に向けた取
組を促進して参る。

1 一般 てん菜生産推進指導対策 ② 農産振
興課

125 125 － ④ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

－ ⑥⑦ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

○ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

○ ○ ○

2 一般 馬鈴しょ生産推進指導対策 ② 農産振
興課

132 132 － ④ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

－ ⑥⑦ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

○ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

○ ○ ○

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 06021

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

農業生産の振興

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／8 06021



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

3 一般 果樹生産推進指導対策 ② 農産振
興課

140 140 － ④ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地講習会や現地調査など
は対応不可

－ ⑥⑦ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地講習会や現地調査など
は対応不可

○ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地講習会や現地調査など
は対応不可

○ ○ ○

4 一般 花き生産推進指導対策 ② 農産振
興課

170 170 － ④ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

－ ⑥⑦ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

○ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

○ ○ ○

5 一般
野菜指定産地等整備活性化推進事
業費

② 農産振
興課

500 500 － ④ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

－ ⑥⑦ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

○ ②
会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

○ ○ ○

0408 一般 産地生産基盤パワーアップ事業費

・農業の国際競争力の強化を図る
ため、地域の営農戦略として定めた
産地パワーアップ計画に基づき、地
域が一丸となった産地の高収益化
に向けた取組を総合的に支援

農産振
興課

6,000,089 4,761,887 544 1.5 1.0 2.5 4,781,412
現状維

持

　引き続き、国際競争力の強化を図
るために、産地の高収益化に向け
た取組を総合的に支援する必要が
あるため。

・ゼロカーボン北海道実現の観点か
ら、産業支援において、事業者によ
る脱炭素経営の取組を促進するとと
もに、経済的な負担とのバランスに
も配慮しながら、より一層、環境と経
済の好循環の創出につながるよう、
事業内容を検討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

・国費事業であることを踏まえ、事業
要件の範囲内で、可能な限り事業
計画の検討において配慮して参る。

・可能な限り、会議等におけるオンラ
インやタブレットの活用に向けた取
組を促進して参る。

1 一般 事業費補助金 －
農産振
興課

4,759,799 0 ○ － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

2 一般 付帯事務費 ② 農産振
興課

2,088 544 ○ ④ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、事業目的達成のための、事
業計画樹立や濃密指導、現地調査
は対応不可。

－ ⑥⑦ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、事業目的達成のための、事
業計画樹立や濃密指導、現地調査
は対応不可。

○ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、事業目的達成のための、事
業計画樹立や濃密指導、現地調査
は対応不可。

○ ○ ○

0409 一般 豆類安定生産推進対策事業費
・道産豆類の品質を重視した生産技
術の確立・推進、計画生産を推進

農産振
興課

5,882 0 0.8 1.4 2.2 23,064
現状維

持

引き続き気象変動に対応した生産
技術の確立、普及による高品質安
定生産体制の構築を行う必要があ
る。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

可能な限り、会議等におけるオンラ
インやタブレットの活用に向けた取
組を促進して参る。

1 一般 生産改善技術普及対策 ② 農産振
興課

4,490 0 － ④ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での濃密指導や調査な
どは対応不可

－ ⑥⑦ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での濃密指導や調査な
どは対応不可

○ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での濃密指導や調査な
どは対応不可

○ ○ ○

2 一般 消費・流通円滑化対策 ② 農産振
興課

1,392 0 － ④ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での濃密指導や調査な
どは対応不可

－ ⑥⑦ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での濃密指導や調査な
どは対応不可

○ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での濃密指導や調査な
どは対応不可

○ ○

0410 一般 畑作物生産改善対策費 －

・馬鈴しょ採種事業の健全な発展及
び道内の馬鈴しょ栽培の安定を図
るため、種馬鈴しょ生産者及び集荷
販売業者の登録など、北海道種馬
鈴しょ生産販売取締条例で定める
事務を実施

農産振
興課

71 0 0.2 0.1 0.3 2,414
現状維

持

引き続き、北海道種馬鈴しょ生産販
売取締条例で定める事務を実施す
る。

－ － －
登録業務に係る巡回指導業務のた
め

－ － －
登録業務に係る巡回指導業務のた
め

－ －
現状維

持

0411 一般 輪作体系維持・確立対策事業費

・基幹的な輪作作物であるてん菜と
馬鈴しょの作付面積が減少し輪作
体系の崩れがみられることから、本
道畑作農業における輪作体系の維
持・確立を図るため、当該作付の安
定化を推進

農産振
興課

956 956 1.4 0.8 2.2 18,138
現状維

持

本道畑作農業における輪作体系の
維持・確立を図るため、引き続き取
組を推進

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

可能な限り、会議等におけるオンラ
インやタブレットの活用に向けた取
組を促進して参る。

1 一般
甘味資料作物栽培体系確立・攻め
の病害虫対策事業

② 農産振
興課

732 732 － ④ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での濃密指導や調査な
どは対応不可

－ ⑥⑦ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での濃密指導や調査な
どは対応不可

○ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での濃密指導や調査な
どは対応不可

○ ○ ○

2 一般
健全な種馬鈴しょ生産流通対策事
業

② 農産振
興課

224 224 － ④ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での濃密指導や調査な
どは対応不可

－ ⑥⑦ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での濃密指導や調査な
どは対応不可

○ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での濃密指導や調査な
どは対応不可

○ ○ ○

0412 一般 畑作構造転換事業費 －

・てん菜、ばれいしょ等について、畑
作営農の大規模化に対応するた
め、省力化作業体系の導入や生産
性向上技術の導入、種ばれいしょの
生産性向上等の取組を支援

農産振
興課

2,642,125 0 1.4 0.6 2.0 2,657,745
現状維

持
国費事業であり、引き続き対策を継
続するため。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

終了

0413 一般
野菜価格安定資金造成事業費補助
金

－

・主要野菜の安定供給を図ることを
目的とし、野菜価格が著しく低落し
た場合の生産者に対する補給金交
付のため、生産者、国、道の負担に
より資金造成を実施

農産振
興課

61,235 0 1.3 0.0 1.3 71,388 現状維
持

野菜価格が著しく低落した場合の補
助金交付のため、引き続き資金造
成を行うため。

－ － － 基金造成事業のため対応不可。 － － － 基金造成事業のため対応不可。 － － ○

国に対し、自治体の負担を義務とし
ない制度への見直しについて要請
を実施。（令和３年５月、７月）
引き続き、機会を捉えて国に要望し
ていく。

国に対し、地方負担が生じないよ
う、国負担のみで実施可能な制度と
するよう強く要望すること。

現状維
持

引き続き、国に対し、地方負担が生
じないよう、国負担のみで実施可能
な制度とするよう、機会を捉えて国
に要望していく。

0414 一般
多様な野菜産地づくり促進対策事
業費

・北海道野菜に対する多様な消費
者・実需者ニーズに対応するため、
加工・業務用野菜の生産拡大や、
新規野菜・特産野菜の産地化推
進、野菜の衛生管理対策に取り組
むことで、国内トップランナーである
北海道野菜のブランド向上と生産を
確保

農産振
興課

1,975 1,975 0.8 0.4 1.2 11,347
現状維

持
引き続き、加工・業務用野菜の生産
拡大等に関して取り組みが必要。

普及啓発事業における啓発資材の
ペーパレス化・電子化やオンライン
開催によるCO2削減や啓発対象の
拡大に向けた取組の促進など、ゼロ
カーボン北海道及びSociety5.0の推
進に向け、事業内容を検討するこ
と。

現状維
持

ペーパレス化・電子化やオンライン
開催に向け、引き続き事業内容を検
討する。

1 加工・業務用野菜生産加速化対策
費

① 農産振
興課

696 696 － ④ ②
チラシ、パンフレット等の紙主体の
資材を取りやめ、ＱＲコード等を活
用について検討

－ ⑥⑦ ②
チラシ、パンフレット等の紙主体の
資材を取りやめ、ＱＲコード等を活
用について検討

○ ②
チラシ、パンフレット等の紙主体の
資材を取りやめ、ＱＲコード等を活
用について検討

○ ○ ○

2 新規野菜・特産野菜の産地化推進
費

① 農産振
興課

900 900 － ④ ②
チラシ、パンフレット等の紙主体の
資材を取りやめ、ＱＲコード等を活
用について検討

－ ⑥⑦ ②
チラシ、パンフレット等の紙主体の
資材を取りやめ、ＱＲコード等を活
用について検討

○ ②
チラシ、パンフレット等の紙主体の
資材を取りやめ、ＱＲコード等を活
用について検討

○ ○ ○

3 衛生管理対策 ① 農産振
興課

379 379 － ④ ②
チラシ、パンフレット等の紙主体の
資材を取りやめ、ＱＲコード等を活
用について検討

－ ⑥⑦ ②
チラシ、パンフレット等の紙主体の
資材を取りやめ、ＱＲコード等を活
用について検討

○ ②
チラシ、パンフレット等の紙主体の
資材を取りやめ、ＱＲコード等を活
用について検討

○ ○ ○

0415 一般
水田農業高収益作物導入推進事業
費

－

・実需者ニーズに対応した園芸作物
の生産拡大を実現するため、水田
地帯における新たな園芸産地の育
成を図り、実需者等の関係者と連携
して取り組む園芸産地づくりを支援

農産振
興課

19,500 0 0.2 0.1 0.3 21,843 現状維
持

国費事業であり、引き続き対策を継
続するため。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

現状維
持

0416 一般 次世代施設園芸普及促進事業費 ②

・生産性の高い高度な施設園芸の
一大産地化を目指すため、次世代
施設園芸北海道拠点において得ら
れた知見等を活用し、生産者への
普及啓発活動等を展開

農産振
興課

14,944 0 0.5 0.3 0.8 21,192
現状維

持
引き続き、生産性の高い高度な施
設園芸の一大産地化を目指す。

－ ④ ②
会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

－ ⑥⑦ ②
会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

○ ②
会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地調査などは対応不可

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
可能な限り、会議等におけるオンラ
インやタブレットの活用に向けた取
組を促進して参る。

0417 一般 端境期等対策産地育成事業費 －

・加工・業務用野菜への転換を推進
する産地に対し、加工・業務用野菜
の安定生産に必要な作柄安定技術
の導入を支援する事業に係る事務
を受託

農産振
興課

770 0 0.5 0.1 0.6 5,456 現状維
持

加工用野菜の振興に必要な事務を
引き続き実施する必要がある。

－ － － 現地指導業務のため － － － 現地指導業務のため
現状維

持

2／8 06021
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意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

0418 一般
次世代国産花き産業確立推進受託
事業費

①

・北海道花き振興協議会が実施す
る事業の円滑な推進を図るため、一
部取組を同協議会から北海道が受
託

農産振
興課

200 0 1.0 0.1 1.1 8,791
現状維

持

協議会からの受託事務であり、国費
事業がR4以降も継続すると思われ
るため

－ ④ ②
業務にあたっては、電子による啓発
資材の配布など、環境の負荷低減
を図る。

－ ⑥⑦ ②
業務にあたっては、電子による啓発
資材の配布など、環境の負荷低減
を図る。

○ ② 非接触型の実施形態を図る。

普及啓発事業における啓発資材の
ペーパレス化・電子化やオンライン
開催によるCO2削減や啓発対象の
拡大に向けた取組の促進など、ゼロ
カーボン北海道及びSociety5.0の推
進に向け、事業内容を検討するこ
と。

現状維
持

○ ○ ○
ペーパレス化・電子化やオンライン
開催に向け、引き続き事業内容を検
討する。

0419 一般
道産果樹ブランド力強化総合推進
事業費（道推進事務費）

②

・道産果樹のブランド力の向上、果
樹振興を図るため、果樹の高品質
安定生産や消費拡大の対応に加
え、省力・低コスト栽培技術の導入
や機能性を有する小果樹など新た
なニーズ等への対応も推進

農産振
興課

616 616 0.4 0.1 0.5 4,521
現状維

持
引き続き、道産果樹の振興を図る必
要があるため

－ ④ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

－ ⑦ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

○ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
可能な限り、会議等におけるオンラ
インやタブレットの活用に向けた取
組を促進して参る。

0420 一般
道産果樹ブランド力強化総合推進
事業費（補助金）

－

・道産果樹のブランド力の向上、果
樹振興を図るため、果樹の高品質
安定生産や消費拡大の対応に加
え、省力・低コスト栽培技術の導入
や機能性を有する小果樹など新た
なニーズ等への対応も推進

農産振
興課

700 700 0.2 0.0 0.2 2,262
現状維

持
引き続き、道産果樹の振興を図る必
要があるため

－ － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

現状維
持

0421 一般
ワイン用ぶどう生産拡大総合推進
事業費（創生交付金）

・地理的表示制度（ＧＩ）の「北海道」
指定を絶好の機会としてワイン産業
の全体の振興を図るため、ボトル
ネックとなっている苗木の確保対策
などワイン用ぶどうの確保に向け生
産拡大を総合的に推進

農産振
興課

910 644 0.6 0.0 0.6 5,596
現状維

持

作付けが拡大するワイン用ぶどうに
ついて、引き続き生産力向上などを
図る必要があるため

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

拡充
可能な限り、会議等におけるオンラ
インやタブレットの活用に向けた取
組を促進して参る。

1 関係者との情報共有 ② 農産振
興課

205 173 － ④ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

－ ⑦ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

○ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

○ ○ ○

2 苗木確保対策 ② 農産振
興課

212 140 － ④ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

－ ⑦ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

○ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

○ ○ ○

3 生産力向上対 ② 農産振
興課

493 331 － ④ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

－ ⑦ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

○ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

○ ○ ○

0422 事務 課内総括事務 ②

・職員の服務・研修、道議会事務、
予算・決算等課内の庶務に関する
事務全般及び農産経営の企画調整
に関する事務

農産振
興課

2.0 1.7 3.7 28,897 現状維
持

引き続き、課内総括調整事務を行う
必要がる。

－ ④ ① オンライン対応可能であれば対応
済み。

－ ⑦ ① オンライン対応可能であれば対応
済み。

○ ① オンライン対応可能であれば対応
済み。

現状維
持

0423 事務
農産物の生産振興対策に関する事
務

②
・畑作物・米・園芸作物の生産振興
及び流通等に関する事務

農産振
興課

4.0 11.1 15.1 117,931
現状維

持
引き続き、生産振興及び流通等に
関する事務を行う必要がる。

－ ④ ①
オンライン対応可能であれば対応
済み。

－ ⑦ ①
オンライン対応可能であれば対応
済み。

○ ①
オンライン対応可能であれば対応
済み。

現状維
持

0424 一般
ごはん食拡大・米産地づくり推進事
業費

・人口減少等による米消費の減少
が見込まれる中、北海道米の道内
食率を維持し、業務需要の掘り下げ
等による更なる消費拡大運動を展
開するとともに、農家戸数が減少す
る中での生産力維持に向け、直播
向け新品種の導入や省力化技術等
を推進

農産振
興課

4,360 4,360 2.4 1.0 3.4 30,914
現状維

持

北海道米の消費拡大や直播向け新
品種の導入や省力化技術推進に向
けた取組は引き続き継続する必要
があるため。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

可能な限り、会議等におけるオンラ
インやタブレットの活用に向けた取
組を促進して参る。

1 一般 北海道米の消費拡大 ② 農産振
興課

3,078 3,078 － ④ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

－ ⑥⑦ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

○ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

現状維
持

○ ○ ○

2 一般 省力化の取組推進 ② 農産振
興課

1,282 1,282 － ④ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

－ ⑥⑦ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

○ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

○ ○ ○

0425 一般 道産小麦需要拡大促進事業費 ②

・北海道初、菓子用品種「北見９５
号」の普及促進により、道産小麦へ
の置き換えを図るための生産対策
や需要拡大対策を推進

農産振
興課

625 625 1.2 0.9 2.1 17,026
現状維

持

引き続き道産小麦の生産技術確立
のため、対策を実施する必要があ
る。

－ ④ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

－ ⑥⑦ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

○ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
可能な限り、会議等におけるオンラ
インやタブレットの活用に向けた取
組を促進して参る。

0426 一般 水田麦・大豆産地生産向上事業費 －

・水田における、麦・大豆の生産性
向上等に向け団地化・新技術の導
入などの取組に対しソフト・ハード両
面から支援

農産振
興課

807,090 0 0.8 1.0 1.8 821,148 現状維
持

国費事業であり、引き続き対策を継
続するため。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

現状維
持

0427 一般
園芸産地における事業継続強化対
策事業費

・自然災害に強い園芸産地を形成
するため、非常時の対応能力向上
に向けた事業維持計画（ＢＣＰ）の策
定や実行に必要な整備・取組を支
援

農産振
興課

25,000 0 0.2 0.1 0.3 27,343
現状維

持
国費事業であり、引き続き対策を継
続するため。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

可能な限り、会議等におけるオンラ
インやタブレットの活用に向けた取
組を促進して参る。

1 一般 事業費補助金 －
農産振
興課

23,700 0 － － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

2 一般 道推進事務費 ② 農産振
興課

1,300 0 － ④ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、現地での指導、調査などは
対応不可

－ ⑥⑦ ②

会議の内容（情報共有）や相手方が
オンライン対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

○ ②

会議の内容や相手方がオンライン
対応可能であれば対応。
ただし、対面で行う打ち合わせ業務
の重要性に配慮が必要。

現状維
持

○ ○ ○

0428 一般
東京２０２０オリンピック食と花のお
もてなし事業費

－

・東京オリンピックの札幌開催にお
いて、国内外に北海道の花の素晴
らしさを発信するため展示やＰＲの
実施

農産振
興課

12,299 0 0.4 0.0 0.4 15,423 終了 単年度事業であるため － － － － － － － － 終了

0501 一般 畜産振興総合対策推進指導事業費
・生産加工技術講習会の開催や、
鶏卵・肉鶏生産出荷調整の指導助
言

畜産振
興課

0 156 156 0.3 0.0 0.3 2,499
現状維

持

引き続き、畜産農家に対する経営
技術指導並びに特用家畜の安定的
な生産対策を実施する必要がある
ため。

－ － － － － － － －

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

1 一般 畜産振興総合対策推進指導事業費 ② 畜産振
興課

0 56 56 － ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

2 一般 畜産経営技術高度化促進事業 － 畜産振
興課

0 100 100 － － －

ゼロカーボンに資する補助メニュー・
要件の追加は事業内容となじまな
いため（現地指導や研修会などオン
ラインでの対応が困難）

－ － －

Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため
（現地指導や研修会などオンライン
での対応が困難）

－ －

0502 一般 牛群検定高度化推進事業費
・牛群検定事業・後代検定事業の補
助金交付事務及び事業推進・指導
事務

畜産振
興課

0 62,648 62,648 0.6 0.1 0.7 68,115
現状維

持

引き続き、酪農家の経営改善や乳
質改善などの適切な飼養管理を通
じた経営体質の強化並びに本道の
乳用雌牛群の改良を推進する必要
があるため。

－ －

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。
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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1 一般 事業費補助金 － 畜産振
興課

0 62,299 62,299 － － －

ゼロカーボンに資する補助メニュー
の追加は事業内容となじまないた
め。（現地指導や研修会などオンラ
インでの対応が困難）

－ － －

Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため
（現地指導や研修会などオンライン
での対応が困難）

－ －

2 一般 道推進事務費 ② 畜産振
興課

0 349 349 － ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

0503 一般 飼料対策事業費 ③ ・飼料製造販売者や畜産農家等に
対する立入検査・指導事務

畜産振
興課

0 482 482 0.7 2.4 3.1 24,693 現状維
持

飼料の製造・販売業者や畜産農家
等に対する計画的な立入検査及び
指導を行う必要があるため。

－ ④ ①
郵送配送によるアンケートや照会、
調査物の電子化によるペーパーレ
ス化や集計作業の効率化

－ ⑥ ①
郵送配送によるアンケートや照会、
調査物の電子化によるペーパーレ
ス化や集計作業の効率化

○ ①
Ｒ３当初で電子による届出（ペーパ
－レス化）を実施済みであり、引き
続き同様の内容で実施

現状維
持

0504 一般
生乳乳製品流通対策推進指導事業
費

・生乳生産に係る生産者団体と乳業
者との意見調整や生乳の計画生産
と適切な生乳取引に係る取組に対
して助成

畜産振
興課

0 996 996 0.6 0.0 0.6 5,682 現状維
持

引き続き、生乳生産に係る生産者
団体と乳業者の意見調整等を行う
ほか、需要に見合っ た生乳の計画
生産と適切な生乳取引に係る取組
を推進する必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

1 一般 生乳流通合理化推進事業費 ② 畜産振
興課

0 116 116 － ④ ①

現地調査・実証圃場設置等現地で
の実施が必要なところ、すでに可能
な範囲で市町村等を対象とした会
議をWEB形式で実施済み

－ ⑥ ①

現地調査・実証圃場設置等現地で
の実施が必要なところ、すでに可能
な範囲で市町村等を対象とした会
議をWEB形式で実施済み

○ ①

現地調査・実証圃場設置等現地で
の実施が必要なところ、すでに可能
な範囲で市町村等を対象とした会
議をWEB形式で実施済み

2 一般 生乳受給調整推進事業費補助金 － 畜産振
興課

0 830 830 － － －

ゼロカーボンに資する補助メニュー
の追加は事業内容となじまないた
め。（オンライン対応が困難な事業
者等との調整のため）

－ － －

Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため
（オンライン対応が困難な事業者等
との調整のため）

－ －

0505 一般 畜産環境保全推進対策事業費 ②
・家畜排せつ物の適正管理と有効
利用の指導助言

畜産振
興課

0 215 215 1.0 4.6 5.6 43,951
現状維

持

引き続き、家畜排せつ物の利活用
の促進に関し、現地指導・助言を実
施する必要があるため。

○ ④ ②

指導等の実施に当たっては、対面
での打合せを基本とするが、内容や
相手方の状況により、オンライン開
催が可能か今後検討。

－ ⑥ ②

指導等の実施に当たっては、対面
での打合せを基本とするが、内容や
相手方の状況により、オンライン開
催が可能か今後検討。

○ ②

指導等の実施に当たっては、対面
での打合せを基本とするが、内容や
相手方の状況により、オンライン開
催が可能か今後検討。

・ゼロカーボン北海道実現の観点か
ら、産業支援において、事業者によ
る脱炭素経営の取組を促進するとと
もに、経済的な負担とのバランスに
も配慮しながら、より一層、環境と経
済の好循環の創出につながるよう、
事業内容を検討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・家畜排せつ物の適正な処理・利用
のため、畜産農家に対して現地指
導、助言、啓発を行い、堆肥等を農
地に還元し、資源を循環させること
による環境負荷の少ない畜産の推
進を図る。

・会議等の内容や、相手方がオンラ
インに対応できるなど、可能な範囲
においてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

0506 一般
監視・危機管理体制整備対策事業
費

②

・家畜の混合感染症等による損耗に
対する原因究明・衛生指導による生
産性向上対策
・家畜伝染病まん延防止のための
防疫演習及び家畜衛生関連情報の
収集・共有

畜産振
興課

0 1,192 597 0.4 9.8 10.2 80,854
現状維

持

引き続き、家畜飼養農場における混
合感染症等の原因究明、有効な対
策提示、効果確認等により損耗防
止及び生産性向上を図るとともに、
悪性伝染病発生時の迅速な初動防
疫に重点を置いた危機管理体制の
強化・維持が必要なため。

－ ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

0507 一般
地域衛生管理体制整備事業費補助
金

－
・家畜伝染性疾病の発生予防やま
ん延防止のための地域衛生管理体
制整備に対する補助金

畜産振
興課

0 36,236 0 0.2 0.1 0.3 38,579 現状維
持

引き続き、地域自衛防疫の体制の
整備やと畜場の消毒施設の整備等
を推進する必要があるため。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

現状維
持

0508 一般
持続可能な酪農の就農サポート環
境構築事業費（創生交付金）

②

・酪農の就農初期の新たな環境で
の不安解消や技術支援など地域で
のサポート体制構築に向けた取り組
みに支援

畜産振
興課

0 1,760 0 0.2 0.0 0.2 3,322
現状維

持

引き続き、就農初期の新たな環境で
の不安解消や、放牧酪農を含めた
飼養管理技術向上の支援に向けた
取組が必要であるため。

－ ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○

新型コロナの影響を踏まえ、災害等
に強い酪農を目指すため、省力的
な酪農技術の一つである放牧酪農
の普及や、オンラインでのセミナー
開催を検討。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

終了 ○ ○ ○

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

0509 一般 農場リース円滑化事業費 ②
・補助整備事業の補助残に公社の
内部資金を充当する際の運用金利
相当分を助成

畜産振
興課

0 1,137 304 0.5 0.0 0.5 5,042 縮小

引き続き、新規就農者の円滑な就
農を推進する必要があるが、前年
度意見を踏まえ、随時、部内におい
ては事業を縮小させる方向で議論
を進めるとともに、公社とは道の負
担が生じない事業の実施方法につ
いて協議を行っている。

－ ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○

　自主財源での実施について公社と
協議・検討したが、令和２年度中の
結論を得ることはできなかったた
め、令和３年度においても、引き続
き公社の自主事業化に向けた協
議・検討を行っているところ。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

・公社の自主事業化に向け、引き続
き協議・検討を進め、道負担が生じ
ない取組へと移行するよう、Ｒ３年
度中に結論を得ること。

縮小 ○ ○ ○

・令和４年度新規採択地区からは公
社による自主事業に移行。（令和３
年度新規採択地区の利子助成が終
了する令和７年度までは継続。）

・会議等の内容や、相手方がオンラ
インに対応できるなど、可能な範囲
においてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

0510 一般 養蜂指導費
・蜜蜂の適正な入地調整を行い、蜂
蜜及び蜜ろうの増産等を推進

畜産振
興課

0 2,261 0 0.9 0.3 1.2 11,633
現状維

持

引き続き、蜜蜂の転飼申請者に対
する許可証の交付を行うとともに、
蜜蜂の適正な入地調整を行い、蜂
蜜及び蜜ろうなどの増産を図るほ
か、農産物の花粉受精の効率化に
資する必要があるため。

現状維
持

1 一般 推進事業委託費 － 2,151 0 － － －
委託事業については事業内容とな
じまないため仕様書への追加を検
討しない。

－ － －
委託事業については事業内容とな
じまないため仕様書への追加を検
討しない。

2 一般 道指導費 ③ 110 0 － ④ ①
調査の実施に当たっては、配布・回
収・分析を原則電子によって行い、
環境への負荷軽減を図る。

－ ⑥ ①
調査の実施に当たっては、配布・回
収・分析を原則電子によって行い、
環境への負荷軽減を図る。

○ ①
Ｒ３当初で電子による届出（ペーパ
－レス化）を実施済みであり、引き
続き同様の内容で実施

0511 一般 酪農畜産行政推進費 ②

・酪農・畜産の振興・安定的発展の
ための諸事務に要する経費
　　地全協関係申請事務、酪肉近計
画推進指導事務に関する事務、畜
産業振興事業、加工原料乳数量認
定、生乳数量の確認、乳業工場立
入検査、軽種馬資金事務、リース事
業現地指導、家畜商講習会、家畜
商、家畜市場に関する事務、家畜人
工授精師、授精所、種畜検査に関
する事務

畜産振
興課

0 22,659 0 7.7 4.8 12.5 120,284
現状維

持

国際化の進展など大きく変動する情
勢の下、本道の酪農・畜産を安定的
に発展させるため、引き続き、各種
関連施策の推進を図る必要がある
ため。

－ ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

・暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・暫定配置によりＲ4から施行される
畜舎特例法に係る施行準備を進め
てきた。今後は、この制度の円滑な
運用に向けた職員配置による体制
を見直し、効果的・効率的な執行体
制の構築を引き続き検討する。

・会議等の内容や、相手方がオンラ
インに対応できるなど、可能な範囲
においてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

0512 義務費 家畜伝染病予防費［義務］ －
・伝染病予防のための病性鑑定業
務

畜産振
興課

0 808,198 50,231 2.0 58.3 60.3 1,279,141
現状維

持
－ － －

現状維
持

0513 一般 家畜衛生指導推進費
・家畜自衛防疫組織の育成強化や
動物用医薬品等の適正な監督指導
事務

畜産振
興課

0 2,673 0 0.8 9.5 10.3 83,116 現状維
持

引き続き、家畜自衛防疫組織の育
成・強化並びに動物用医薬品・医療
機器販売業者及び飼育動物診療施
設等における動物用医薬品等の適
正な流通及び取扱いを監督・指導
する必要があるため。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

1 一般 家畜自営防疫推進指導費 ② 1,338 － ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○
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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

2 一般 動物用医薬品指導監督費 ③ 1,335 － ④ ①
印刷物を配布又は提出させていた
もののうち可能なものを電子化する
ことによりペーパーレス化に努める

－ ⑥ ①

郵送している届出等書類や手交し
ている指導文書等について可能な
ものは電子化によるペーパーレス化
に努める

○ ①
Ｒ３当初で電子による届出（ペーパ
－レス化）を実施済みであり、引き
続き同様の内容で実施

0514 義務費 家畜衛生指導推進費［義務］ －
・家畜伝染病予防法に基づく検査・
注射手数料の徴収を行う市町村に
対する事務取扱委託費

畜産振
興課

0 6,067 6,067 0.1 1.5 1.6 18,563 現状維
持

－ － － 現状維
持

0515 一般 牛海綿状脳症病性鑑定費 ⑤
・牛海綿状脳症（ＢＳＥ）に係る24ヶ
月齢以上の死亡牛の全頭検査を実
施

畜産振
興課

0 217,165 38,330 0.8 17.6 18.4 360,869
現状維

持

牛海綿状脳症対策特別措置法（ＢＳ
Ｅ特措法）に基づき、全月齢の臨床
疑い牛、48か月齢以上の起立不能
牛及び96か月齢以上の一般的な死
亡牛の全頭検査を実施する必要が
あるため。

－ ①② ②
検査資機材や公用車の更新に併
せ、ゼロカーボン化に資する資機材
等への更新を検討

－ －
現状維

持
○

0516 一般 運営費(家畜保健衛生所)
・家畜保健衛生所の運営、施設維
持等に関する事務

畜産振
興課

0 66,896 0 0.4 8.4 8.8 135,624
現状維

持
家畜保健衛生所の運営、施設維持
のため

－

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

1 維持運営費 ② 畜産振
興課

42,250 0 － ④ ②

相手方がオンラインに対応できるな
ど、可能な範囲においてオンライン
開催の活用などを検討。ただし、対
面で実施することの重要性には配
慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

2 病勢鑑定費 ⑤ 畜産振
興課

24,646 0 － ①② ②
検査資機材等の更新に併せ、ゼロ
カーボン化に資する資機材等への
更新を検討。

－ － ○

0517 一般 施設設備整備費(家畜保健衛生所) ⑤ ・家畜保健衛生所の施設整備等に
関する事務

畜産振
興課

0 12,852 10,436 0.3 5.8 6.1 60,493 現状維
持

家畜保健衛生所の業務能力の向上
を図るため施設並びに病性鑑定用
備品及び車両、焼却炉の更新整備
を行う。

－ ①② ②
検査資材や公用車の更新に併せ、
ゼロカーボン化に資する資機材等
への更新を検討

－ － 現状維
持

○

0518 維持費 家畜保健衛生所維持運営費［維持］ －
・家畜保健衛生所の維持・運営に要
する経費（会計年度任用職員の雇
用、光熱水費等）

畜産振
興課

0 46,897 12,496 0.4 8.3 8.7 114,844 現状維
持

家畜保健衛生所の運営、施設維持
のため

現状維
持

0519 維持費 家畜保健衛生所施設整備費［維持］ －
・家畜保健衛生所の施設設備に要
する経費（ダイオキシン法定測定費
等）

畜産振
興課

0 4,710 4,710 0.2 4.2 4.4 39,074 現状維
持

家畜保健衛生所の施設維持のため － 現状維
持

0520 義務費
ボイラー検査費（家畜保健衛生所）
［義務］

－
・ボイラー等検査に要する経費（義
務費）

畜産振
興課

0 10 10 0.0 0.0 0.0 10
現状維

持
－ －

現状維
持

0521 事務 畜産振興課総合調整等業務 ③

・職員の服務・研修、議会事務、予
算・決算等課内の庶務に関する事
務全般及び畜産経営の企画調整に
関する事務

畜産振
興課

0 0 0 2.5 0.0 2.5 19,525 現状維
持

職員の服務・研修、議会事務、予
算・決算等課内の庶務に関する事
務全般及び畜産経営の企画調整に
関する事務推進のため

－ ④ ①
印刷物を配布又は提出させていた
もののうち可能なものを電子化する
ことによりペーパーレス化に努める

－ ⑥ ①
印刷物を配布又は提出させていた
もののうち可能なものを電子化する
ことによりペーパーレス化に努める

○ ① Ｒ３当初で見直し済みであり、引き
続き同様の内容で実施

現状維
持

0522 事務 酪農振興に関する事務 － ・家畜個体識別システム、畜産物価
格及び関連対策等に関する事務

畜産振
興課

0 0 0 1.9 2.6 4.5 35,145 現状維
持

家畜個体識別システム、畜産物価
格及び関連対策等に関する事務推
進のため

－ － 現状維
持

0523 事務 肉牛及び中小家畜に関する事務 －
・種畜・種鶏の譲渡申請等に関する
事務

畜産振
興課

0 0 0 2.1 3.9 6.0 46,860
現状維

持
種畜・種鶏の譲渡申請等に関する
事務推進のため

－ －
現状維

持

0524 事務
家畜ふん尿、飼料及び馬に関する
事務

③ ・家畜排せつ物法、飼料安全法、馬
事振興等に関する事務

畜産振
興課

0 0 0 1.3 6.5 7.8 60,918 現状維
持

家畜排せつ物法、飼料安全法、馬
事振興等に関する事務推進のため

－ ④ ①
印刷物を配布又は提出させていた
もののうち可能なものを電子化する
ことによりペーパーレス化に努める

－ ⑥ ①

郵送している届出等書類や手交し
ている指導文書等について可能な
ものは電子化によるペーパーレス化
に努める

○ ① Ｒ３当初で見直し済みであり、引き
続き同様の内容で実施

現状維
持

0525 事務 家畜衛生に関する事務 ③
・家畜伝染病防疫、動物用医薬品
の安全対策、獣医師法獣医療法等
に関する事務

畜産振
興課

0 0 0 1.1 17.0 18.1 141,361 現状維
持

家畜衛生に関する事務推進のため － ④ ①
印刷物を配布又は提出させていた
もののうち可能なものを電子化する
ことによりペーパーレス化に努める

－ ⑥ ①

郵送している届出等書類や手交し
ている指導文書等について可能な
ものは電子化によるペーパーレス化
に努める

○ ① Ｒ３当初で見直し済みであり、引き
続き同様の内容で実施

現状維
持

0526 一般 和牛繁殖基盤造成事業費
・道産和牛の競争力強化とブランド
の確立に向けて、トップエリート牛群
の早期造成を推進

畜産振
興課

0 4,000 4,000 1.2 0.1 1.3 14,153
現状維

持

産和牛の競争力強化とブランドの確
立に向けて、トップエリート牛群の早
期造成するため

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

1 一般 補助金 － 畜産振
興課

0 3,152 3,152 － － －

ゼロカーボンに資する補助メニュー
の追加は事業内容となじまないた
め。（試験や現地指導などオンライ
ンでの対応が困難）

－ － －

Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため
（試験や現地指導などオンラインで
の対応が困難）

2 一般 道推進費 ② 畜産振
興課

0 848 848 － ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

0527 一般 和牛ブランド創出推進事業費

・道産の和牛肉の競争力強化とブラ
ンドの確立に向けて、道内統一ブラ
ンドの創出や北海道独自の特色あ
る種雄牛の作出に向けた取り組み
を推進

畜産振
興課

0 1,000 1,000 1.2 0.1 1.3 11,153 現状維
持

特色ある種雄牛の作出に向けた取
り組みを推進するため

－ －

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

1 一般 和牛ブランド創出推進 － 畜産振
興課

0 609 609 － － －

ゼロカーボンに資する補助メニュー
の追加は事業内容となじまないた
め。（現地調査などオンラインでの
対応が困難）

－ － －

Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため
（現地調査などオンラインでの対応
が困難）

－ －

2 一般 種雄牛造成対策 ② 畜産振
興課

0 391 391 － ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

0528 一般
畜産・酪農収益力強化整備等特別
対策事業費

・経営の効率化や収益性の向上に
よる生産基盤の強化に必要な家畜
飼養管理施設の整備等の支援

畜産振
興課

9,574,174 2,579,245 770 2.1 1.8 3.9 2,609,704
現状維

持
生産基盤の強化に必要な家畜飼養
管理施設の整備等の支援のため

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

1 一般 事業費補助金 －
畜産振
興課

9,574,174 2,577,705 － － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。
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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

2 一般 計画策定指導推進費 ② 畜産振
興課

1,540 770 － ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥⑦ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

0529 一般
国際貿易協定に対応した道産牛肉
生産強化・消費拡大事業費

・国内外から選ばれる道産牛肉づく
りに向けて、生産技術の向上ととも
に知名度やシェア拡大などの取組を
実施することで、道産牛肉の生産・
流通基盤を強化

畜産振
興課

0 6,276 6,276 0.2 0.0 0.2 7,838
現状維

持

生産技術の向上とともに知名度や
シェア拡大などの取組を実施するた
め

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

1 一般 補助金 － 畜産振
興課

0 4,795 4,795 － － －

ゼロカーボンに資する補助メニュー
の追加は事業内容となじまないた
め。（技術講習会などオンラインで
の対応が困難）

－ － －

Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため
（技術講習会などオンラインでの対
応が困難）

2 一般 事務費 ② 畜産振
興課

0 1,481 1,481 － ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥⑦ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

0530 一般 めん羊生産振興事業費
・ニュージーランドの高度な使用管
理技術を普及するとともに、種畜供
給体制の強化を推進

畜産振
興課

0 2,500 2,500 0.3 0.0 0.3 4,843
現状維

持
種畜供給体制の強化を推進するた
め

－ －

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

1 一般 連携体制強化 ② 畜産振
興課

0 140 140 － ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

2 一般 優良種畜供給体制の確立 － 畜産振
興課

0 2,360 2,360 － － －
ゼロカーボンに資する補助メニュー・
要件の追加は事業内容となじまな
いため（種畜導入試験）

－ － － Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため

－ －

0531 一般 酪農経営体質強化事業 ②

飼料生産改善事例調査・普及によ
る飼料生産の強化や、省力化機械
等の導入による労働負担軽減・生
産性向上の効果分析、指標作成、
酪農ヘルパー組合の優良事例調
査・普及等による経営体質の強化
の取組を行う。

畜産振
興課

0 3,893 3,893 2.0 1.4 3.4 30,447
現状維

持
飼養生産を推進するとともに、経営
体質の強化を図るため

－ ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンラインでの開催を検討
し、実施可能な場合はオンラインで
実施。来年度以降も同様に対応す
る。

0601 一般 普及活動推進事業費

・農業改良助長法に基づき、普及指
導員が行う地域の実情・課題を踏ま
えた普及活動の展開、農作物の生
育状況に応じた営農技術対策の発
信、試験研究機関と連携した農業技
術の体系化、消費者ニーズに対応
した優良品種の開発・普及及び高
度な技術習得研修の実施や調査研
究活動を行う事務

技術普
及課

0 51,390 36,014 5.4 5.4 10.8 135,800
現状維

持
引き続き普及業務を進めるうえで必
要な事務事業であるため。

現状維
持

1 一般 協同農業普及事業推進指導費 ③

普及指導員の調査研究活動、農業
技術の開発強化並びに普及活動支
援、普及事業の効率化や、地方独
立行政法人北海道立総合研究機構
と普及活動の連携を図るとともに、
技術面から支える高度な幅広い技
術や専門的な知識を有する普及職
員を養成するため、研修を実施す
る。

技術普
及課

36,774 32,862 ○ ① ①
気象状況に応じた技術対策を定期
的に農業改良普及センターを通じ農
業者等へ指導している

○ ⑥ ①
スマート農業相談窓口を設置するこ
とにより、スマート農業の導入を推
進しており、対応済み。

○ ①

体験型の研修については対面での
実施が必要であるが、すでに可能な
範囲において非接触型のオンライン
開催を活用するなどして対応済。

2 一般 専門技術員活動高度化事業費 ③ 普及指導員の調査・研究活動並び
に巡回指導

技術普
及課

2,801 2,801 － － － ○ ⑥ ①
スマート農業相談窓口を設置するこ
とにより、スマート農業の導入を推
進しており、対応済み。

○ ①
検討会については可能な範囲にお
いて非接触型のオンライン開催を活
用するなどして対応済。

3 一般 研究連携課題解決支援事業費 ①

独法農試(地独含む)や地域協議
会、大学・企業等と農業改良普及セ
ンターが連携して行う地域課題の解
決に向けた取り組みについて、コン
ソーシアム等の構成機関として経費
の負担を受け、「新技術・新品種の
普及」や「技術の体系化」等の普及
活動を展開する。

技術普
及課

11,815 351 ○ ⑥ ①
スマート農業相談窓口を設置するこ
とにより、スマート農業の導入を推
進しており、対応済み。

○ ①
会議については可能な範囲におい
て非接触型のオンライン開催を活用
するなどして対応済。

0602 維持費 専門技術普及指導費［維持］ －

・（地独）北海道立総合研究機構農
業研究本部及び各農業試験場に駐
在する普及指導員の活動に必要な
車両などの維持運営を行う事務

技術普
及課

0 7,664 5,641 0.5 0.0 0.5 11,569 現状維
持

引き続き普及業務を進めるうえで必
要な事務事業であるため。

－ － － － － － － － － － －
現状維

持

0603 維持費
農業情報システム推進事業費［維
持］

②

・農業改良普及センター等におけ
る、全国ネットワークの活用や電話
やファックス等の通信料の管理に関
する事務

技術普
及課

0 14,013 11,784 0.0 0.7 0.7 19,386 現状維
持

引き続き普及業務を進めるうえで必
要な事務事業であるため。

－ ① ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

－ ⑥ ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

○ ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

現状維
持

0604 義務費 普及活動推進事業費［義務］ －
・農業改良助長法に基づき、普及指
導員が行う現地での普及指導活動
に必要な日額旅費を管理する事務

技術普
及課

0 702 702 0.0 0.8 0.8 6,848 現状維
持

- － － － － － － － － － － －
現状維

持

0605 一般 農業改良普及センター管理費 ②

・高度で効率的かつ効果的な普及
活動を展開するために必要な農業
改良普及センターの機材等整備を
行う事務

技術普
及課

0 48,301 48,301 0.3 1.7 2.0 63,702 現状維
持

引き続き普及業務を進めるうえで必
要な事務事業であるため。

－ ① ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

－ ⑥ ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

○ ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

現状維
持

0606 維持費 農業改良普及センター維持運営費 －
・農業改良普及センターを運営する
ための事務（会計年度任用職員）

技術普
及課

0 36,051 17,247 0.1 1.4 1.5 47,586
現状維

持
引き続き普及業務を進めるうえで必
要な事務事業であるため。

－ － － － － － － － － － －
現状維

持

0607 維持費 農業改良普及センター車両維持費 －
・農業改良普及センターの車両を維
持・管理するための事務

技術普
及課

0 81,581 48,767 0.1 2.2 2.3 99,255
現状維

持
引き続き普及業務を進めるうえで必
要な事務事業であるため。

－ － － － － － － － － － －
現状維

持

6／8 06021



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

0608 一般 スマート農業総合推進事業費 ①
・スマート農業の推進に関する事務
（スマート農業推進事業費、ICT活
用牧草生産実証事業費）

技術普
及課

0 27,516 18,364 1.0 0.1 1.1 36,091 ①
改善
（指標
分析）

農家戸数の減少や農業従事者の高
齢化による労働力不足への対応に
加え、ゼロカーボン北海道の実現へ
の貢献も視野に、スマート農業の社
会実装を進めていく。

○ ① ②
事業内容の一部に温室効果ガスの
排出削減等に係る取組紹介やテー
マ設定等による講演等を実施する

○ ⑥ ①
事業内容にSociety5.0 の取組に係
る事例紹介やテーマ設定等による
講演等を実施済

○ ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

○
・オンライン開催等により、コロナ禍
の状況に応じた事業内容の見直し
を図った。

・農家戸数の減少や農業従事者の
高齢化による労働力不足への対応
に加え、ゼロカーボン北海道の実現
に貢献するため、スマート農業の加
速化は重要であり、取組の一層の
推進を検討すること。

・ゼロカーボン北海道実現の観点か
ら、産業支援において、事業者によ
る脱炭素経営の取組を促進するとと
もに、経済的な負担とのバランスに
も配慮しながら、より一層、環境と経
済の好循環の創出につながるよう、
事業内容を検討すること。

・北海道Society5.0を推進し、農林
水産業の持続的な発展を図るた
め、未来技術を活用した産業振興
は重要であることから、取組の一層
の推進を検討すること。

・普及啓発事業における啓発資材
のペーパレス化・電子化やオンライ
ン開催によるCO2削減に向けた取
組の促進など、ゼロカーボン北海道
の推進に向け、事業内容を検討す
ること。

改善

労働力不足への対応やゼロカーボン北海道の
実現に資するスマート農業技術の導入・定着に
向け、技術実証成果などの情報共有や指導人
材育成などの取組を継続する。

○

・労働力不足への対応やゼロカーボ
ン北海道の実現に資するスマート農
業技術の導入・定着に向け、技術実
証成果などの情報共有や指導人材
育成などの取組を継続する。

・農業支援サービスを提供する事業
者による取組に関する情報共有な
どを通じて、これら事業者の活用を
通じて、温室効果ガス排出削減につ
ながるスマート農業技術の導入・定
着も推進する。

・道内で実証が行われているL5Gを
活用したスマート農業技術に関する
情報の共有も含め、スマート農業技
術の導入・定着に向けた取組を進
める。

・CO2排出削減に資するようオンラ
インでの情報提供や研修会の開催
等に取り組みつつ、スマート農機等
に実際に触れることで理解の促進
につながる場も確保する。

0609 一般 植物防疫推進事業費 － ・病害虫のまん延防止のため、病害
虫の発生予察事業等を実施

技術普
及課

0 18,313 99 0.2 0.7 0.9 25,248 現状維
持

病害虫のまん延防止のためには、
引き続き病害虫発生予察事業等を
実施する必要があるため。

－ － －
ゼロカーボンに資する委託仕様書
件の追加は事業内容となじまないた
め（病害虫の診断）

－ － － Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため

－ － 現状維
持

0610 一般 病害虫防除所運営費 ② ・病害虫防除所の円滑で適正な運
営のための事業を実施

技術普
及課

0 2,550 492 0.2 0.4 0.6 7,181 現状維
持

病害虫のまん延防止のためには、
引き続き、病害虫防除所の円滑で
適正な運営を行う必要があるため。

－ ④ ① 可能な限り集合での会議を省略し、
オンラインで実施した。

－ ⑥ ① 可能な限り集合での会議を省略し、
オンラインで実施した。

○ ① 可能な限り集合での会議を省略し、
オンラインで実施した。

現状維
持

0611 一般 病害虫防除対策事業費 － ・移動規制病害虫の再発防止を継
続的に監視を行う事業

技術普
及課

0 430 215 0.2 0.5 0.7 5,835 現状維
持

病害虫のまん延防止のためには、
引き続き、移動規制病害虫の再発
防止を継続的に監視を行う必要が
あるため。

－ － －
ゼロカーボンに資する委託仕様書
件の追加は事業内容となじまないた
め（樹木の消毒）

－ － － Society5.0に資する補助メニューの
追加は事業内容となじまないため

－ － 現状維
持

0612 維持費 病害虫防除所運営費［維持］ － ・庁舎等の維持管理
技術普
及課

0 1,255 679 0.2 0.4 0.6 5,886 現状維
持

病害虫防除所の円滑で適正な運営
を行うためには、引き続き、病害虫
防除所の庁舎等の維持管理を行う
必要があるため。

－ － － － － － － － － － －
現状維

持

0613 一般
ジャガイモシロシストセンチュウ緊急
防除対策事業費

⑦
・ジャガイモシロシストセンチュウの
防除･まん延防止を図るための総合
的な対策を行う事務

技術普
及課

0 974,664 0 4.5 1.1 5.6 1,018,259
現状維

持

ジャガイモシロシストセンチュウ緊急
防除への協力など、総合的な防除・
まん延防止対策を実施するため。

－ ④ ① 事業の実施にあたり、電子データで
申請している。

－ ⑥ ① 事業の実施にあたり、電子データで
申請している。

－ － －

暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、これまでの取組状況等を検証
し、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

現状維
持

本緊急防除対策については、関係
者との連携の下、約7割のほ場でセ
ンチュウが検出限界以下となってい
るが、当初の網走市や大空町に加
え、新たに斜里町や清里町での確
認により、対策期間が令和7年度ま
で延長されたところ。
また、令和4年度からほ場の防除や
まん延防止策の指導に加え、国の
方針により新たに出作地調査（土壌
検診）を道が実施することとなったこ
とからそれらの実施が可能な効率
的な執行体制を検討する。

0614 一般
農業生産資材安全使用等総合推進
事業費

②
・農薬・肥料の適正な流通及び使用
の確保や農作業安全の啓発指導、
農業機械の効率的な利用

技術普
及課

0 3,637 846 1.4 1.9 3.3 29,160 現状維
持

農薬・肥料の適正な流通及び使用
の確保や農作業安全、農業機械の
効率的な利用を図るためには、引き
続き、普及啓発を行う必要があるた
め。

－ ④ ① 可能な限り集合での会議を省略し、
オンラインで実施した。

－ ⑥ ① 可能な限り集合での会議を省略し、
オンラインで実施した。

○ ① 可能な限り集合での会議を省略し、
オンラインで実施した。

現状維
持

0615 一般
ヘプタクロル残留対策事業費補助
金

⑦ ・農業団体によるヘプタクロルの残
留分析に対する支援

技術普
及課

0 9,525 0 0.3 0.4 0.7 14,937 現状維
持

食の安全の確保のためには、引き
続き、農業団体によるヘプタクロル
の残留分析に関する支援を行う必
要があるため。

－ ④ ① 事業の実施にあたり、電子データで
申請している。

－ ⑥ ① 事業の実施にあたり、電子データで
申請している。

－ － －
現状維

持

0616 事務
協同農業普及事業に関わる内部調
整事務

② ・普及活動に係る庁内、試験研究機
関・農業団体等との調整事務

技術普
及課

0 0 0 2.8 3.2 6.0 46,860 現状維
持

引き続き普及業務を進めるうえで必
要な事務事業であるため。

○ ① ①
スマート農業相談窓口を設置するこ
とにより、スマート農業の導入を推
進しており、対応済み。

－ ⑥ ①

体験型の研修については対面での
実施が必要であるが、すでに可能な
範囲において非接触型のオンライン
開催を活用するなどして対応済。

○ ①

体験型の研修については対面での
実施が必要であるが、すでに可能な
範囲において非接触型のオンライン
開催を活用するなどして対応済。

現状維
持

0617 事務 試験研究に関わる内部調整事務 ② ・試験研究に係る庁内、道総研及び
関係機関・団体との調整事務

技術普
及課

0 0 0 1.3 1.8 3.1 24,211 現状維
持

引き続き普及業務を進めるうえで必
要な事務事業であるため。

－ ① ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

－ ⑥ ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

○ ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

現状維
持

0618 事務 技術普及課総合調整等業務 ②
・課内の服務、研修、議会対応等の
課内の庶務に関する事務全般、農
業環境対策に関する事務

技術普
及課

0 0 0 3.6 0.0 3.6 28,116 現状維
持

引き続き普及業務を進めるうえで必
要な事務事業であるため。

－ ① ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

－ ⑥ ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

○ ①

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できればオンラインで実施
済。
ただし、対面で実施することの重要
性には配慮が必要。

現状維
持

0619 事務 農業環境対策に係る内部調整事務 ② ・農業環境対策に係る庁内、関係機
関・団体との調整事務

技術普
及課

0 0 0 0.4 0.0 0.4 3,124 現状維
持

引き続き、庁内、関係機関・団体と
調整し、適切に農業環境対策を講じ
る必要があるため。

－ ④ ① 可能な限り集合での会議を省略し、
オンラインで実施した。

－ ⑥ ① 可能な限り集合での会議を省略し、
オンラインで実施した。

○ ① 可能な限り集合での会議を省略し、
オンラインで実施した。

現状維
持

0620 事務 農業改良普及業務 ② ・農業改良助長法に基づく農業改良
普及業務（現地指導等）

技術普
及課

0 0 0 0.0 517.5 517.5 4,041,675
現状維

持
引き続き普及業務を進めるうえで必
要な事務事業であるため。

○ ① ①
スマート農業相談窓口を設置するこ
とにより、スマート農業の導入を推
進しており、対応済み。

－ ⑥ ①

体験型の研修については対面での
実施が必要であるが、すでに可能な
範囲において非接触型のオンライン
開催を活用するなどして対応済。

○ ①

体験型の研修については対面での
実施が必要であるが、すでに可能な
範囲において非接触型のオンライン
開催を活用するなどして対応済。

現状維
持

0801 一般 農業委員会等活動促進助成費 －
市町村に設置される農業委員会の
運営や農地利用調整業務等に対す
る助成

農地調
整課

915,000 0 0.9 7.2 8.1 978,261 現状維
持

農業委員会が行う農地関連法令業
務等に対し、交付金による支援を継
続する必要がある。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

現状維
持

0802 一般 農地等権利調整指導費 ③
農地法・農業経営基盤強化促進法
等に基づく各種事務及び農業委員
会の指導事務

農地調
整課

1,534 63 1.9 6.2 8.1 64,795 現状維
持

農地等の権利移動や転用制限等に
係る指導事務を引き続き行う必要
がある。

－ ④ ② 郵送物の電子化により温室効果ガ
スの削減が可能である

－ ⑥ ② 郵送物の電子化によるペーパーレ
ス化が可能

○ ②
郵送物の電子化によるペーパーレ
ス化及び人と人との接触機会の削
減

現状維
持

○ ○ ○

0803 一般 機構集積支援事業費 －

農地中間管理機構による担い手へ
の農地集積・集約化を図るため、農
業委員会等が行う農地法等に基づ
く事務の適正実施や農地の有効利
用を図るための経費に対する助成

農地調
整課

70,000 0 1.7 2.9 4.6 105,926 現状維
持

農地中間管理機構による担い手へ
の農地集積･集約化を図るため、農
業委員会等が実施する取組に要す
る経費を支援する。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

現状維
持

0804 一般
農業委員会等活動促進助成費
［団体補助金］

⑦

農業委員会の支援業務を行う機関
として「北海道農業委員会ネット
ワーク機構」の指定をしている北海
道農業会議の業務に対する助成

農地調
整課

36,298 20,017 1.0 0.0 1.0 44,108 現状維
持

農業委員会に対する業務支援を行
う（一社）北海道農業会議の運営及
び業務に要する経費を支援する必
要がある。

－ ④ ① 一部の会議等をオンラインで実施済
み。

－ ⑥ ① 一部の会議等をオンラインで実施済
み。

○ ① 一部の会議等をオンラインで実施済
み。

現状維
持

0805 一般 最適土地利用対策事業費 － 再生可能な荒廃農地を有効活用す
るための取組等に対する支援

農地調
整課

19,500 0 1.0 0.5 1.5 31,215 現状維
持

農地の確保及びその有効利用を図
るため、荒廃農地を有効活用するた
めの取組や、荒廃のおそれのある
農地を維持する取組等を支援する
必要がある。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

現状維
持

0806 一般 市町村地籍調査事業費
国土調査法に基づく地籍調査事業
等に対する指導、助成

農地調
整課

22,500 382,062 127,707 5.0 0.0 5.0 421,112
現状維

持

国土調査法に基づき、計画的に土
地の地籍の明確化を図り、社会資
本整備の円滑化や事前防災対策の
推進、被災後の復旧復興事業の円
滑化を図るため、地籍調査を継続す
る必要がある。

－ － － － － － － －

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

事業遂行上、実施可能であれば検
討する。

1 一般 市町村地籍調査事業費負担金 －
農地調
整課

379,944 126,648 － － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。
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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

2 一般 指導事務費 ② 農地調
整課

2,118 1,059 － ④ ②

市町村との事業実施に係るヒアリン
グ等については、図面等を用いるた
め対面での打合せを基本とするが、
可能な範囲においてwebで実施を検
討。

－ ⑦ ②

市町村との事業実施に係るヒアリン
グ等については、図面等を用いるた
め対面での打合せを基本とするが、
可能な範囲においてwebで実施を検
討。

○ ②

市町村との事業実施に係るヒアリン
グ等については、図面等を用いるた
め対面での打合せを基本とするが、
可能な範囲においてwebで実施を検
討。

○ ○ ○

0807 一般
国有農地等管理処分事業事務取扱
費

②

・国有農地等の保全管理、貸付け、
売渡し及び売渡し等の対価債権の
管理・保全、開拓財産の管理・保全
等

農地調
整課

312,900 0 7.0 16.9 23.9 499,559 現状維
持

法定受託事務につき、引き続き、国
有農地等の管理処分を行う必要が
あるため。

－ ④ ① 一部の会議等をオンラインで実施済
み。

－ ⑥ ① 一部の会議等をオンラインで実施済
み。

○ ① 一部の会議等をオンラインで実施済
み。

現状維
持

0808 事務 農地調整課総合調整等業務 －
・農振法等に基づく土地利用調整及
び課内の庶務全般

農地調
整課

0 0 2.5 5.3 7.8 60,918
現状維

持
引き続き、総合調整事務を継続する
必要がある。

－ － － － － － － －
現状維

持

15,596,763 15,473,351 637,292 114.9 776.0 890.9 ■令和４年度　新規事業

持続的畑作生産体系確立緊急対策事業

計
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